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全体像｜ジェンダーギャップ指数

2

日本は１４8ヵ国中118位（2024年は118位）。政治は世界最低クラス、経済（賃金の男女格差、管理的職業従事

者の男女比など）も下位に属している。



全体像｜ジェンダーギャップ指数の推移

3

日本のジェンダー・ギャップ指数は横ばいが続いている。
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出所：世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」



経済（賃金・働き方） ｜男女間賃金格差

4

正社員、正社員以外ともに男女間に賃金格差。男性の賃金を100とした場合の女性のフルタイム労働者の賃金は

78.0。OECD諸国と比較して、日本の男女間賃金格差は大きい。

出所：内閣府「計画実行・監視専門調査会」資料 出所：内閣府「男女共同参画白書 令和7年版」

男性賃金の中央値を100とした場合の女性賃金の
中央値の国際比較



経済（賃金・働き方） ｜男女間賃金格差の要因
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男女間賃金格差は縮小傾向にあるが依然として大きい。格差の要因で最も大きいのは、役職（管理職などの比率）、

次いで勤続年数。

出所：内閣府「男女共同参画白書 令和7年版」 出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料から連合作成



経済（賃金・働き方）｜管理職などに占める女性の割合
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日本の「管理職などに占める女性の割合」は上昇傾向にあるが、国際的に見ると依然として低い水準。

出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料



経済（賃金・働き方）｜一般労働者の平均勤続年数の推移
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正社員、正社員以外のいずれの働き方も男性に比べて女性の平均勤続年数が短く、正社員は3.7年、正社員以外

は3.4年女性が短い。

出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料



経済（賃金・働き方） ｜第1子出産前後の妻の継続就業率・育児休業利用状況
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約７割の女性が第１子出産後も就業継続。正規職員は育児休業による就業継続が進んでいる。パート・派遣は近年

上昇傾向にあるが低水準。

出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料



経済（賃金・働き方） ｜女性の年齢階級別労働率
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Ｍ字カーブの底は以前よりも浅くなり、年齢階級が上昇している。

出所：内閣府「女性活躍と経済成長の好循環実現に向けた検討会」提言、データ集



経済（賃金・働き方） ｜女性の年齢階級別正規雇用率
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女性の「正規の職員・従業員」は25～29歳がピーク。年齢が上昇するにつれ、非正規雇用で働く者の割合が増加

（いわゆるＬ字カーブ）。

出所：内閣府「男女共同参画白書 令和7年版」をもとに連合で作成



経済（賃金・働き方）｜男女別年間労働時間の推移
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男女とも労働時間は減少傾向にあるが、2022年では男性の方が404時間長い。男性については、月末１週間に

60時間以上就業する雇用者の割合が、減少傾向にあるものの依然高い水準で推移している。

出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料



家庭｜生活時間の国際比較
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日本は諸外国と比べて、有償労働時間も無償労働時間ともに男女の差が大きく、他の国よりも男女の役割分担の

偏りが強い。

① 有償労働（仕事）

•男性：長時間働く傾向が強い 

•女性：短時間勤務や非正規が多く、労働
時間が短い傾向

② 無償労働（家事・育児・介護など）

•女性：家事・育児の多くを担う（時間
が長い） 

•男性：関わる時間が比較的短い

出所：内閣府「女性活躍と経済成長の好循環実現に向けた検討会」提言、データ集



家庭｜育児休業の取得率・取得期間
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男性の育児休業取得率は上昇傾向にあるものの女性に比べ低い水準。育児休業取得期間は徐々に伸びているも

のの、依然として短期間の取得の割合が高い。

出所：厚労省「労働政策審議会雇用環境・均等分科会」資料



家庭｜男性 正社員・職員の育児休業利用状況

14

「男性正社員・職員」に育児休業の利用状況をたずねると、「利用したことはないが、利用したかった（利用した

い）」と回答した割合が29.1％であった。



家庭｜両立支援制度を利用しなかった理由

15

「利用できる職場環境ではなかった」が突出して高い（42.3％）。次いで「所得が下がる」（19.7％）、「制度がある

のを知らなかった」（17.4％）

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」



家庭｜「利用できる環境ではなかった」と思った理由

16

男性に着目すると「代替要員がいなかった」（46.0％）、「職場の理解が低かった」（37.1％）、「自分にしかできな

い業務を担っていた」（27.4％）の順に高い。

出所：連合「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査2023」



家庭｜男性の本音は「仕事と子育てを両立したい」

17

「理想」は20歳～59歳の働く男性の約７割が仕事と子育ての両立。「現実」は仕事を優先している男性が５割弱と

両立している男性と逆転
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出所：連合「男性の育児等家庭的責任に関する意識調査 2020」



家庭｜正規雇用で働きたいと思う条件
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非正規雇用で働く有配偶20～30代女性は、上の年代に比べ「仕事と育児・介護との両立に関して理解のある職

場であれば」「自分の家事・育児などの負担が軽くなれば」「働く時間を調整しやすい・融通がきく仕事であれば」の

割合が高い。

出所：内閣府「計画実行・監視専門調査会」資料



政治｜国会議員に占める女性割合

19

諸外国の国会議員に占める女性割合は、この30年間で大幅に上昇している一方、日本は依然として低位にある

ため、政治分野における女性の意思決定参加が少ない。

出所：内閣府「政治分野における男女共同参画の状況」資料



意識｜性別役割分担１

20

夫は外で働き、妻は家庭を守るべきという考え方に関する意識について、女性は反対69.2％、男性は反対

59.2%。1979年と比較して、反対の割合が女性は４６．４％、男性の４１.8%増加しており、意識が変化している。

出所：内閣府「男女共同参画白書 令和7年版」資料

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に関する意識」



意識｜性別役割分担2

21

女性自身が男性よりも「自治会などの重要な役職は男性の仕事」、「女性はサポート役」、「男性は正社員、女性は非

正規」などのジェンダーバイアスにとらわれている側面がある。

出所：内閣府「男女共同参画白書 令和7年版」資料
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